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(57)【要約】
 
　【課題】 
本発明の目的は、消泡性に優れた粉末消泡剤を提供することである。 
【解決手段】 
疎水性金属酸化物及び基油を含有する分散液（Ａ）と 担体（Ｂ）とからなる粉末消泡剤
であって、担体（Ｂ）が８０～１６５ｍｌ／１００ｇのＤＢＰ吸油量をもつ炭酸カルシウ
ムであることを特徴とする粉末消泡剤を用いる。担体（Ｂ）は０．０１～１μｍの一次粒
子径をもつ微粒子から構成され、５～９０ｍ２／ｇのＢＥＴ比表面積をもつ二次凝集体で
あることが好ましい。分散液（Ａ）及び担体（Ｂ）の合計重量に基づいて、分散液（Ａ）
の含有量が１０～７０重量％、担体（Ｂ）の含有量が３０～９０重量％であることが好ま
しい。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
疎水性金属酸化物及び基油を含有する分散液（Ａ）と 担体（Ｂ）とからなる粉末消泡剤
であって、
担体（Ｂ）が８０～１６５ｍｌ／１００ｇのＤＢＰ吸油量をもつ炭酸カルシウムであるこ
とを特徴とする粉末消泡剤。
【請求項２】
担体（Ｂ）が、０．０１～１μｍの平均一次粒子径をもつ微粒子から構成され、５～９０
ｍ２／ｇのＢＥＴ比表面積をもつ二次凝集体である請求項１に記載の粉末消泡剤。
【請求項３】
分散液（Ａ）及び担体（Ｂ）の合計重量に基づいて、分散液（Ａ）の含有量が１０～７０
重量％、担体（Ｂ）の含有量が３０～９０重量％である請求項１又は２に記載の粉末消泡
剤。
【請求項４】
分散液（Ａ）が１０～５０００ｍＰａ・ｓの粘度（２５℃）をもつ請求項１～３のいずれ
かに記載の粉末消泡剤。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、粉末消泡剤に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、粒状消泡剤として、下記（Ａ）成分～（Ｅ）成分を含有する消泡剤組成物が知ら
れている（特許文献１）。
（Ａ）シリコーン消泡剤　組成物総質量の５～６０質量％、
（Ｂ）固形担体　組成物総質量の５～６０質量％、
（Ｃ）結合剤　組成物総質量の０．１～１０質量％、
（Ｄ）崩壊剤　組成物総質量の０．１～１２質量％、及び
（Ｅ）下記（Ｉ）～（ＩＩＩ）から選ばれる少なくとも１種である、２５℃で固体状の充
填剤　組成物総質量の３～８０質量％
　（Ｉ）水溶性物質
　（ＩＩ）膨潤性物質
　（ＩＩＩ）透水性物質
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１４－００８４５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、従来の粒状消泡剤は、消泡性が不十分であった。
　すなわち、本発明の目的は、消泡性に優れた粉末消泡剤を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の粉末消泡剤の特徴は、疎水性金属酸化物及び基油を含有する分散液（Ａ）と 
担体（Ｂ）とからなる粉末消泡剤であって、
担体（Ｂ）が８０～１６５ｍｌ／１００ｇのＤＢＰ吸油量をもつ炭酸カルシウムである点
を要旨とする。
【発明の効果】
【０００６】
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　本発明の粉末消泡剤は、従来の粉末消泡剤に比べて、優れた消泡性を発揮する。
【発明を実施するための形態】
【０００７】
　疎水性金属酸化物としては、金属酸化物を疎水化剤で疎水化処理した疎水性金属酸化物
が含まれ、疎水性シリカ、疎水性アルミナ、疎水性チタニア及び疎水性酸化亜鉛等が挙げ
られる。
【０００８】
　市場から入手できる疎水性金属酸化物としては、商品名として、Ｎｉｐｓｉｌ　ＳＳ－
１０、ＳＳ－４０、ＳＳ－５０及びＳＳ－１００（疎水性シリカ、東ソー・シリカ株式会
社、「Ｎｉｐｓｉｌ」は東ソー・シリカ株式会社 の登録商標である。）、ＡＥＲＯＳＩ
Ｌ Ｒ９７２、ＲＸ２００及びＲＹ２００（疎水性シリカ、日本アエロジル株式会社、「
ＡＥＲＯＳＩＬ」はエボニック　デグサ　ゲーエムベーハーの登録商標である。）、ＳＩ
ＰＥＲＮＡＴ　Ｄ１０、Ｄ１３及びＤ１７（疎水性シリカ、デグサジャパン株式会社、「
ＳＩＰＥＲＮＡＴ」はエボニック　デグサ　ゲーエムベーハーの登録商標である。）、Ｔ
Ｓ－５３０、ＴＳ－６１０、ＴＳ－７２０（疎水性シリカ、キャボット　コーポレーショ
ン）、ＡＥＲＯＳＩＬ Ｒ２０２，Ｒ８０５及びＲ８１２（疎水性シリカ、デグサジャパ
ン株式会社）、ＲＥＯＬＯＳＩＬ　ＭＴ－１０、ＤＭ－１０及びＤＭ－２０Ｓ （疎水性
シリカ、株式会社トクヤマ、「ＲＥＯＬＯＳＩＬ」は同社の登録商標である。）、ＳＹＬ
ＯＰＨＯＢＩＣ１００、７０２、５０５及び６０３（疎水性シリカ、富士シリシア化学株
式会社、「ＳＹＬＯＰＨＯＢＩＣ」は同社の登録商標である。）、ＭＴ－１００Ｚ（疎水
性チタニア、テイカ株式会社）、ＭＴＹ－７００ＢＳ（疎水性チタニア、テイカ株式会社
）、ＭＺＹ－３０３Ｓ（疎水性酸化亜鉛、テイカ株式会社）並びにＳｐｅｃｔｒＡｌ　Ｔ
Ａ－７８（疎水性アルミナ、キャボット　コーポレーション、「ＳｐｅｃｔｒＡｌ」は同
社の登録商標である。）等が挙げられる。
【０００９】
　基油としては、２５℃で液状であることが好ましく、鉱油、油脂、ポリオキシアルキレ
ン化合物、シリコーン及び／又はモノアルコール脂肪酸エステルを用いることができる。
【００１０】
　鉱油としては、減圧蒸留、油剤脱れき、溶剤抽出、水素化分解、溶剤脱ろう、硫酸洗浄
、白土精製及び水素化精製等を適宜組み合わせて精製したものを用いることができ、商品
名として、コスモピュアスピンＧ、コスモピュアスピンＥ、コスモＳＰ－１０、コスモＳ
Ｐ－３２及びコスモＳＣ２２（以上、コスモ石油株式会社、「コスモ」及び「ピュアスピ
ン」は同社の登録商標である。）、ＭＣオイル　Ｐ－２２、Ｓ－１０Ｓ（以上、出光興産
株式会社）、並びにスタノール４０（エクソンモービルコーポレーション）等が挙げられ
る。
【００１１】
　油脂としては、炭素数６～２２の脂肪酸又はこの混合物とグリセリンとのエステルが含
まれ、植物油（なたね油、大豆油、パーム油、ヤシ油、オリーブ油等）、中鎖脂肪酸グリ
セライド（商品名として、たとえば、パナセート８７５；日油株式会社、「パナセート」
は同社の登録商標である。）、魚油等が挙げられる。
【００１２】
　ポリオキシアルキレン化合物としては、ＨＬＢ０～４のものが使用でき、好ましくはＨ
ＬＢ０．０１～３．４のもの、さらに好ましくはＨＬＢ０．０５～２．３のもの、最も好
ましくはＨＬＢ０．１～１．８のものである。なお、ＨＬＢ（Hydrophile-Lipophile Bal
ance：親水親油バランス）は、「新・界面活性剤入門」（藤本武彦著、三洋化成工業株式
会社発行）の第１２８～１３１頁に記載されている手法（グリフィンのＨＬＢ）で求めら
れる。
【００１３】
　ポリオキシアルキレン化合物としては、炭素数１～２２のモノアルコール、炭素数１～
２２のモノカルボン酸又は炭素数１～２２のモノアミンの１モルと炭素数２～４のアルキ
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レンオキシドの１～１００モルとの反応物や、炭素数２～６のポリオールの１モルと炭素
数２～４のアルキレンオキシドの１～３００モルとの反応物、（炭素数２～６のポリオー
ルの１モルと炭素数２～４のアルキレンオキシドの１～３００モルとの反応物）と炭素数
１～２２の脂肪酸とのエステル化物、（炭素数１～２２のモノアルコールの１モルと炭素
数２～４のアルキレンオキシドの１～１００モルとの反応物）と炭素数１～２２の脂肪酸
とのエステル化物等が挙げられる。
【００１４】
　シリコーンとしては、シリコーンオイル及び変性シリコーンオイルが含まれる。
　シリコーンオイルとしては、動粘度１０～１００００（ｍｍ２／ｓ、２５℃）のポリジ
メチルシロキサンが含まれ、シクロオクタメチルテトラシロキサン等の環状シリコーンも
含まれる。
【００１５】
　変性シリコーンオイルとしては、上記のポリジメチルシロキサンのメチル基の一部を炭
素数２～６のアルキル基、炭素数２～４のアルコキシル基、フェニル基、水素原子、ハロ
ゲン（塩素及び臭素等）原子、アルコキシポリオキシアルキレンオキシプロピル基（アル
コキシの炭素数１～６、アルキレンの炭素数２～３、重合度２～５０、オキシエチレン基
の重量がオキシアルキレン基全体の重量の２０重量％未満）、アルコキシポリオキシアル
キレン基（アルコキシの炭素数１～６、アルキレンの炭素数２～３、重合度２～５０、オ
キシエチレン基の重量がオキシアルキレン基全体の２０重量％未満）及び／又は炭素数２
～６のアミノアルキル基等に置き換えたもの等が含まれる。
【００１６】
　モノアルコール脂肪酸エステルとしては、炭素数６～２２の脂肪酸又はこの混合物と炭
素数１～２２のモノアルコールとのエステルのうち、２５℃で液状であるものが含まれ、
オレイン酸メチル、オレイン酸ブチル及びイソステアリン酸メチル等が挙げられる。
【００１７】
　これらの基油のうち、鉱油、シリコーン及びポリオキシアルキレン化合物が好ましい。
【００１８】
　疎水性金属酸化物の含有量（重量％）は、疎水性金属酸化物及び基油の重量に基づいて
、０．１～２５が好ましく、さらに好ましくは１～１０である。この範囲であると、消泡
性がさらに良好となる。
【００１９】
　基油の含有量（重量％）は、疎水性金属酸化物及び基油の重量に基づいて７５～９９．
９が好ましく、さらに好ましくは９０～９９である。この範囲であると、消泡性がさらに
良好となる。
【００２０】
　分散液（Ａ）としては、疎水性金属酸化物及び基油を含んでいればよく、これら以外に
、親水性シリカ、脂肪酸アミド、ワックス、金属石鹸、界面活性剤及び／又は油溶性ポリ
マー等を含有してもよい。
【００２１】
　親水性シリカとしては、湿式法シリカ（シリカヒドロゲル中の水分を、７０℃ 以下の
沸点を持ち、かつ水との混和性を有する溶媒（メタノール、アセトン、ギ酸メチル、酢酸
メチル等）にて置換した後、加熱して該溶媒を除去することにより得られるコロイドシリ
カ）、熱分解法シリカ（四塩化ケイ素を焼いて生じたシリカ煤からなるコロイドシリカ）
 及び溶融固体法シリカ（ケイ酸ナトリウム水溶液に塩化ナトリウム、硫酸ナトリウム等
のナトリウムイオンを滴下することにより凝集して得られるシリカ粒子）等が含まれる。
【００２２】
　親水性シリカを含有する場合、親水性シリカの含有量（重量％）は、消泡性の観点から
、疎水性金属酸化物及び基油の重量に基づいて、０．１～６が好ましく、さらに好ましく
は０．３～５、特に好ましくは０．５～３である。
【００２３】
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　脂肪酸アミドとしては、炭素数１～６のアルキレンジアミン若しくはアルケニレンジア
ミンと炭素数１０～２２の脂肪酸との反応物（脂肪酸ジアミド）及び／又は炭素数１～２
２のアルキルアミン、アルケニルアミン若しくはアンモニアと炭素数１０～２２の脂肪酸
との反応物（脂肪酸モノアミド）が含まれる。
【００２４】
　脂肪酸ジアミドとしては、エチレンビスステアリルアミド、エチレンビスパルミチルア
ミド、エチレンビスミリスチルアミド、エチレンビスラウリルアミド、エチレンビスオレ
イルアミド、プロピレンビスステアリルアミド、プロピレンビスパルミチルアミド、プロ
ピレンビスミリスチルアミド、プロピレンビスラウリルアミド、プロピレンビスオレイル
アミド、ブチレンビスステアリルアミド、ブチレンビスパルミチルアミド、ブチレンビス
ミリスチルアミド、ブチレンビスラウリルアミド、ブチレンビスオレイルアミド、メチレ
ンビスラウリルアミド、メチレンビスステアリルアミド及びヘキサメチレンビスステアリ
ルアミド等が挙げられる。
【００２５】
　脂肪酸モノアミドとしては、Ｎ－ステアリルステアリルアミド、オレイン酸アミド、エ
ルカ酸アミド及びステアリルアミド等が挙げられる。
【００２６】
　これらのうち、消泡性の観点から、脂肪酸ジアミドが好ましく、さらに好ましくはエチ
レンビスステアリルアミド、エチレンビスパルミチルアミド、エチレンビスラウリルアミ
ド、メチレンビスステアリルアミド及びヘキサメチレンビスステアリルアミド、特に好ま
しくはエチレンビスステアリルアミド、エチレンビスパルミチルアミド及びエチレンビス
ミリスチルアミドである。これらのアミドは、２種以上の混合物であってもよく、混合物
の場合、上記の好ましいものが主成分として含まれていることが好ましい。
【００２７】
　なお、主成分とは、脂肪酸アミドの重量に基づいて、少なくとも４０重量％を含まれる
成分を意味し、好ましくは５０重量％以上、さらに好ましくは６０重量％以上、特に好ま
しくは７０重量％以上、最も好ましくは８０重量％以上含まれることである。
【００２８】
　脂肪酸アミド中の副成分（主成分以外に含まれる成分）としては、上記の好ましい範囲
以外のアミドの他に、未反応アミン及び未反応カルボン酸等が含まれる。副成分の含有量
（重量％）は、脂肪酸アミドの重量に基づいて、６０未満が好ましく、さらに好ましくは
５０未満、特に好ましくは４０未満、次に好ましくは３０未満、最も好ましくは２０未満
である。
【００２９】
　脂肪酸アミドを含有する場合、脂肪酸アミドの含有量（重量％）は、消泡性の観点から
、疎水性金属酸化物及び基油の重量に基づいて、０．１～１５が好ましく、さらに好まし
くは１～１０、特に好ましくは３～５である。
【００３０】
　ワックスとしては、ポリオレフィンワックス、変性ポリオレフィンワックス及び天然ワ
ックスが含まれ、ポリエチレンワックス、ポリプロピレンワックス、酸化ポリエチレンワ
ックス、マイクロクリスタリンワックス、パラフィンワックス、アルコール変性ポリエチ
レンワックス、マレイン酸変性ポリエチレンワックス、エチレン－酢酸ビニルコポリマー
ワックス、エチレン－アクリル酸コポリマーワックス、フィッシャートロプシュワックス
、木蝋、蜜蝋、パーム蝋、カルナウバワックス及びモンタンワックス等が挙げられる。
【００３１】
　ワックスを含有する場合、ワックスの含有量（重量％）は、消泡性の観点から、疎水性
金属酸化物及び基油の重量に基づいて、０．１～２５が好ましく、さらに好ましくは１～
２０、特に好ましくは３～１５である。
【００３２】
　金属石鹸としては、炭素数１２～２２の脂肪酸と金属（アルカリ土類金属、アルミニウ
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ム、マンガン、コバルト、銅、鉄、亜鉛及びニッケル等）との塩を含み、ステアリン酸ア
ルミニウム、ステアリン酸マンガン、ステアリン酸コバルト、ステアリン酸銅、ステアリ
ン酸鉄、ステアリン酸ニッケル、ステアリン酸カルシウム、ラウリン酸亜鉛及びベヘニン
酸マグネシウム等が挙げられる。
【００３３】
　金属石鹸について、金属と脂肪酸との量関係は、金属１モルに対して脂肪酸が１～３モ
ル（モノ体、ジ体、トリ体）のいすれでもよく、モノ体、ジ体、トリ体の混合物でもよい
。消泡性の観点から、金属がアルミニウム及び鉄の場合、ジ体及びトリ体が好ましく、ア
ルカリ土類金属（カルシウム等）、亜鉛、コバルト、マンガン、ニッケル及び銅の場合ジ
体が好ましい。
【００３４】
　金属石鹸を含有する場合、金属石鹸の含有量（重量％）は、消泡性の観点から、疎水性
金属酸化物及び基油の重量に基づいて、０．１～２５が好ましく、さらに好ましくは１～
２０、特に好ましくは３～１５である。
【００３５】
　界面活性剤としては、アニオン型界面活性剤、非イオン型界面活性剤及びこれらの混合
が含まれる。
　非イオン型界面活性剤としては、ＨＬＢ４．１～２０のものが使用でき、好ましくはＨ
ＬＢ５．５～１８のもの、さらに好ましくはＨＬＢ７～１５のもの、最も好ましくはＨＬ
Ｂ８．６～１３．７のものである。
【００３６】
　非イオン型界面活性剤としては、ソルビタン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステ
ルのエチレンオキシド付加物、ポリオキシエチレンポリオキシプロピレンブロックポリマ
ー、ポリオキシエチレンアルキルアリールエーテル、植物油のエチレンオキシド付加物、
ポリオキシエチレングリコールの脂肪酸エステル、ポリオキシエチレンアルキルエーテル
、グリセリン脂肪酸エステル及びグリセリン脂肪酸エステルのエチレンオキシド付加物等
が含まれる。
【００３７】
　ソルビタン脂肪酸エステルとしては、ソルビタンと炭素数１２～２２の脂肪酸とのエス
テルが含まれ、ソルビタンモノラウレート（ＨＬＢ８．６、たとえば、ノニオンＬＰ－２
０Ｒ；日油株式会社）、ソルビタンモノパルミテート（ＨＬＢ６．７、たとえば、ノニオ
ンＰＰ－４０Ｒペレット；日油株式会社）、ソルビタンモノステアレート（ＨＬＢ４．７
、たとえば、ノニオンＳＰ－６０Ｒペレット；日油株式会社）、ソルビタンモノオレエー
ト（ＨＬＢ４．３、たとえば、ノニオンＯＰ－８０Ｒ；日油株式会社）、ソルビタンモノ
オレエート（ＨＬＢ４．３、たとえば、イオネットＳ－８０；三洋化成工業株式会社、「
イオネット」は同社の登録商標である。）等が挙げられる。
【００３８】
　ソルビタン脂肪酸エステルのエチレンオキシド付加物としては、ソルビタン脂肪酸エス
テルのエチレンオキシド１～４０モル付加物が含まれ、ポリオキシエチレンソルビタンモ
ノラウレート（ＨＬＢ１６．７、たとえば、ノニオンＬＴ－２２１；日油株式会社）、ポ
リオキシエチレンソルビタンモノステアレート（ＨＬＢ１５．７、たとえば、ノニオンＳ
Ｔ－２２１；日油株式会社）、ポリオキシエチレンソルビタンモノオレエート（ＨＬＢ１
５．７、たとえば、ノニオンＯＴ－２２１；日油株式会社）等が挙げられる。
【００３９】
　ポリオキシエチレンポリオキシプロピレンブロックポリマーとしては、エチレンオキシ
ド５～２００モルとプロピレンオキシド５～２００モルとの共重合体が含まれ、ポリオキ
シエチレン（２５モル）ポリオキシプロピレン（３０モル）ブロックポリマー（たとえば
、ニューポールＰＥ－６４；三洋化成工業株式会社、「ニューポール」は同社の登録商標
である。）及びポリオキシエチレン（４８モル）ポリオキシプロピレン（３５モル）ブロ
ックポリマー（たとえば、ニューポールＰＥ－７５；三洋化成工業株式会社）等が挙げら
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れる。
【００４０】
　ポリオキシエチレンアルキルアリールエーテルとしては、炭素数６～１８のアルキル基
を有するアルキルアリールのポリオキシエチレンエーテルが含まれ、ポリオキシエチレン
（４モル）ノニルフェノールエーテル（たとえば、ノニポール４０；三洋化成工業株式会
社、「ノニポール」は同社の登録商標である。）、ポリオキシエチレン（１０モル）ノニ
ルフェノールエーテル（たとえば、ノニポール１００；三洋化成工業株式会社）等が挙げ
られる。
【００４１】
　植物油のエチレンオキシド付加物としては、植物油のエチレンオキシド１～２００モル
付加物が含まれ、ひまし油のエチレンオキシド付加物（たとえば、ユニオックスＨＣ－４
０；日油株式会社、「ユニオックス」は同社の登録商標である。）等が挙げられる。
【００４２】
　ポリオキシエチレングリコールの脂肪酸エステルとしては、数平均分子量２００～４０
００のポリオキシエチレングリコールと炭素数６～２２の脂肪酸とのモノエステル及びジ
エステルが含まれ、数平均分子量６００のポリオキシエチレングリコールとオレイン酸と
のジエステル（たとえば、イオネットＤＯ－６００；三洋化成工業株式会社)及び数平均
分子量６００のポリオキシエチレングリコールとオレイン酸とのモノエステル（たとえば
、イオネットＭＯ－６００；三洋化成工業株式会社）等が挙げられる。
【００４３】
　ポリオキシエチレンアルキルエーテルとしては、炭素数６～２２のアルカノールのオキ
シエチレン１～１００モル付加物が含まれ、ナロアクティーＣＬ－４０（ＨＬＢ８．９、
三洋化成工業株式会社、「ナローアクティー」は同社の登録商標である。）、ナロアクテ
ィーＣＬ－１００（ＨＬＢ１３．３、三洋化成工業株式会社）等が挙げられる。
【００４４】
　グリセリン脂肪酸エステルとしては、炭素数６～２２の脂肪酸とグリセリンとのモノエ
ステルが含まれ、グリセロールモノステアレート（たとえば、モノグリＭＤ、ＨＬＢ５．
５、日油株式会社）等が挙げられる。
【００４５】
　グリセリン脂肪酸エステルのエチレンオキシド付加物としては、グリセリン脂肪酸エス
テルのエチレンオキシド１～１００モル付加物が含まれ、グリセリンヤシ油脂肪酸エステ
ルのエチレンオキシド付加物（たとえば、ユニグリＭＫ－２０７、ＨＬＢ１３．０、日油
株式会社、「ユニグリ」は同社の登録商標である。）等が挙げられる。
【００４６】
　これらのうち、ソルビタン脂肪酸エステル、ソルビタン脂肪酸エステルのエチレンオキ
シド付加物、ポリオキシエチレンアルキルエーテル、ポリオキシエチレンと脂肪酸とのモ
ノエステル及びジエステル、グリセリン脂肪酸エステル並びにグリセリン脂肪酸エステル
のエチレンオキシド付加物が好ましい。
【００４７】
　アニオン性界面活性剤としては、アルキルアリールスルホン酸塩、アルキルジフェニル
エーテルジスルホン酸塩、ポリオキシエチレンアルキル硫酸エステル塩及びポリオキシエ
チレンアルキルリン酸エステル塩が含まれる。
【００４８】
　アルキルアリールスルホン酸塩としては、炭素数６～１８のアルキルアリールスルホン
酸塩が含まれ、ドデシルベンゼンスルホン酸塩等が挙げられる。
　塩としては特に制限されないが、アルカリ金属（ナトリウム、カリウム等）塩、アルカ
リ土類金属（カルシウム、マグネシウム等）塩、アンモニウム塩及び炭素数１～１８のア
ミン塩（トリエタノールアミン、トリメチルアミン、プロピルアミン等）等が含まれる。
【００４９】
　アルキルジフェニルエーテルジスルホン酸塩としては、アルキル基が炭素数６～１８で
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あるアルキルジフェニルエーテルジスルホン酸塩が含まれ、ドデシルジフェニルエーテル
ジスルホン酸塩等が挙げられる。
【００５０】
　ポリオキシエチレンアルキル硫酸エステル塩としては、炭素数６～２２のポリオキシエ
チレンアルキル硫酸エステル塩が含まれ、ポリオキシエチレンラウリル硫酸エステル塩等
が挙げられる。
【００５１】
　ポリオキシエチレンアルキルリン酸エステル塩としては、炭素数６～２２のポリオキシ
エチレンアルキルリン酸エステル塩が含まれ、ポリオキシエチレンステアリルリン酸エス
テル塩等が挙げられる。
【００５２】
　これらのうち、アルキルアリールスルホン酸塩及びアルキルジフェニルエーテルジスル
ホン酸塩が好ましく、さらに好ましくはドデシルベンゼンスルホン酸塩及びドデシルジフ
ェニルエーテルジスルホン酸塩、特に好ましくはドデシルベンゼンスルホン酸カルシウム
塩及びドデシルジフェニルエーテルジスルホン酸カルシウム塩である。
【００５３】
　界面活性剤を含有する場合、界面活性剤の含有量（重量％）は、消泡性の観点から、疎
水性金属酸化物及び基油の重量に基づいて、０．００２～１２が好ましく、さらに好まし
くは０．１～８、特に好ましくは１～３である。
【００５４】
　油溶性ポリマーとしては、（メタ）アクリル酸アルキルコポリマー、α－オレフィンと
（メタ）アクリル酸アルキルエステルのコポリマー、石油樹脂、液状ゴム、ポリジエンブ
ロックとポリスチレンブロックとを含むブロックコポリマー等が挙げられる。油溶性ポリ
マーは市場から容易に入手でき、商品名として、たとえば、サンエリス７０２、８２３、
９３４（ポリ（メタ）アクリレート系ポリマー、いずれも三洋化成工業株式会社、「サン
エリス」は同社の登録商標である。）、アクルーブ１３６、７２８、８１２（ポリ（メタ
）アクリレート系ポリマー、三洋化成工業株式会社、「アクルーブ」は同社の登録商標で
ある）、アルコンＭ－１３５、Ｐ－１２５（石油樹脂、いずれも荒川化学工業株式会社、
「アルコン」は同社の登録商標である）、クラプレンＬＩＲ３０、ＬＩＲ３１０、Ｌ－Ｓ
ＢＲ（液状ゴム、いずれも株式会社クラレ、「クラプレン」は同社の登録商標である）、
セプトン（水添ポリジエンブロックとポリスチレンブロックとからなるブロックコポリマ
ー、株式会社クラレ、「セプトン」は同社の登録商標である）等が挙げられる。
【００５５】
　油溶性ポリマーを含有する場合、油溶性ポリマーの含有量（重量％）は、消泡性の観点
から、疎水性金属酸化物及び基油の重量に基づいて、０．００２～５が好ましく、さらに
好ましくは０．１～２、特に好ましくは０．２～１である。
【００５６】
　分散液（Ａ）の粘度（２０℃、ｍＰａ・ｓ）は、消泡性の観点から、１０～５０００が
好ましく、さらに好ましくは５０～４０００、特に好ましくは８０～３０００である。こ
の範囲であると、消泡性がさらに良好となる。
【００５７】
　担体（Ｂ）は、８０～１６５ｍｌ／１００ｇのＤＢＰ吸油量をもつ炭酸カルシウムであ
れば制限ないが、軽質炭酸カルシウムが好ましい。担体（Ｂ）の形態には制限がないが、
一次粒子(微粒子)が集合してなる二次凝集体であることが好ましい。
【００５８】
　担体（Ｂ）のＤＢＰ吸油量（ｍｌ／１００ｇ）は、消泡性の観点から、９０～１５０が
好ましく、さらに好ましくは９５～１４０である。
【００５９】
　ＤＢＰ吸油量は、ＪＩＳ　Ｋ５１０１－１９９１に準拠して測定される値である（担体
（Ｂ）にＤＢＰを滴下しつつ練り合わせ、全体がかたい１つの塊となる点を終点とする。
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）。
【００６０】
　担体（Ｂ）が二次凝集体からなる場合、担体（Ｂ）の平均一次粒子径(μｍ)は、消泡性
の観点から、０．０１～１が好ましく、さらに好ましくは０．０２～０．６、特に好まし
くは０．０３～０．４である。
【００６１】
　なお、平均一次粒子径は、試料をＪＩＳ Ｚ８９０１：２００６「試験用粉体及び試験
用粒子」８．３．２走査形電子顕微鏡に準拠し、振掛け法によって準備した試料を走査型
電子顕微鏡で１万倍に拡大して観察した画像から５０個の粒子を観察して算出される最短
径の算術平均値である。
【００６２】
　担体（Ｂ）｛担体（Ｂ）が二次凝集体である場合、二次凝集体｝の体積平均粒子径(μ
ｍ)は、消泡性の観点から、１～４５が好ましく、さらに好ましくは２～１５、特に好ま
しくは３～６．６である。
【００６３】
　体積平均粒子径は、Ｊ Ｉ Ｓ 　Ｚ ８ ８ ２ ５ － １ ： ２ ０ ０ １ に準拠したレ
ーザー回折式粒度分析計｛ 例えば、Ｌ ｅ ｅ ｄ ｓ ＆ Ｎ ｏ ｒ ｔ ｈ ｒ ｕ ｐ 社製
Ｍ ｉ ｃ ｒ ｏ ｔｒ ａ ｃ 　Ｍ ｏ ｄ ｅ ｌ 　Ｎ ｏ ． Ｍ Ｔ ３ ３ ０ ０ Ｅ Ｘ ｝
 を用い、電気伝導度（ ２ ５ ℃ ） ０ ． １ ｍＳ ／ ｍ 以下の脱イオン水１ ０ ０ 
０ 重量部に、測定試料濃度０ ． １ 重量％ となるように測定試料を添加して測定分散
液を調製して、測定温度２ ５ ± ５ ℃ で測定した後、水の屈折率として１ ． ３ ３ 
３ を、測定試料の屈折率として文献値（ 「Ａ 　Ｇ Ｕ Ｉ Ｄ Ｅ 　Ｆ Ｏ Ｒ 　Ｅ Ｎ 
ＴＥ Ｒ Ｉ Ｎ Ｇ 　Ｍ Ｉ Ｃ Ｒ Ｏ Ｔ Ｒ Ａ Ｃ 　” Ｒ Ｕ Ｎ 　Ｉ Ｎ Ｆ Ｏ Ｒ Ｍ 
Ａ Ｔ Ｉ Ｏ Ｎ ” （ Ｆ ３ ） Ｄ Ａ ＴＡ 」、Ｌ ｅ ｅ ｄ ｓ ＆ Ｎ ｏ ｒ ｔ ｈ ｒ
 ｕ ｐ 社作成） を用いて、５ ０ ％ 積算体積平均粒子径として求められる。
【００６４】
　担体（Ｂ）のＢＥＴ比表面積（ｍ２／ｇ）としては、消泡性の観点から、５～９０が好
ましく、さらに好ましくは８～６５、特に好ましくは１０～４０である。
【００６５】
　なお、ＢＥＴ比表面積は、ＪＩＳ　Ｒ１６２６－１９９６（一点法）に準拠して測定さ
れる値である｛ 測定試料：５０ｍｇ（２００℃で１５分間加熱処理したサンプル）、吸
着量の測定方法：定溶法、吸着質：混合ガス（Ｎ２７０体積％、Ｈｅ３０体積％）、測定
平衡相対圧：０．３、装置：たとえば、大倉理研社製、全自動粉体表面測定装置ＡＭＳ－
８０００｝。
【００６６】
　分散液（Ａ）の含有量（重量％）は、消泡性の観点から、分散液（Ａ）及び担体（Ｂ）
の合計重量に基づいて、１０～７０が好ましく、さらに好ましくは２０～６５、特に好ま
しくは３０～６０である。
【００６７】
　担体（Ｂ）の含有量（重量％）は、消泡性の観点から、分散液（Ａ）及び担体（Ｂ）の
合計重量に基づいて、３０～９０が好ましく、さらに好ましくは３５～８０、特に好まし
くは４０～７０である。
【００６８】
　本発明の粉末消泡剤の形態としては、分散液（Ａ）と担体（Ｂ）とからなるものであれ
ば特に限定されることなく、塊状（重量平均粒子径：１０ｍｍ以上５０ｍｍ未満）、粒状
（ 重量平均粒子径：５０μｍ以上１０ｍｍ未満）、粉末状（重量平均粒子径：０．０５
μｍ以上５０μｍ未満）等が挙げられるが、作業性等の観点から、粉末状または粒状が好
ましく、特に好ましくは粉末状である。
　なお、粉末消泡剤の重量平均粒子径は、ＪＩＳ　Ｋ００６９－１９９２（粒子径４５μ
ｍ 以上の粒子が多い場合は６．１乾式ふるい分け試験方法、粒子径４５μｍ以下の粒子
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が多い場合は６．２湿式ふるい分け試験方法）に準拠して測定される。
【００６９】
　分散液（Ａ）は、疎水性金属酸化物及び基油が均一混合されていればよく、混合方法等
に制限はなく、公知の方法で得ることができる。
　分散液（Ａ）に、親水性シリカ、脂肪酸アミド、ワックス、金属石鹸、界面活性剤及び
／又は油溶性ポリマーを含有する場合、これらと疎水性金属酸化物及び基油とが均一混合
されていればよいが、脂肪酸アミド、ワックス及び／又は金属石鹸を含む場合、これらを
溶融又は基油に溶解させてから均一混合することが好ましい。
【００７０】
　本発明の粉末消泡剤の製造方法としては特に制限は無いが、攪拌混合装置に分散液（Ａ
）と担体（Ｂ）を仕込み、攪拌混合する方法が好ましい。分散液（Ａ）及び担体（Ｂ） 
を攪拌混合する方法としては、分散液（Ａ）及び担体（Ｂ）の全量を一括で攪拌混合する
方法（１）；分散液（Ａ）の全量に担体（Ｂ）を少量ずつ連続又は分割して投入しながら
攪拌混合する方法（２）；担体（Ｂ）の全量に分散液（Ａ）を少量ずつ連続又は分割して
投入しながら攪拌混合する方法（３）；分散液（Ａ）及び担体（Ｂ）を同時に少量ずつ連
続又は分割して投入しながら攪拌混合する方法（４）等が適用できる。これらのうち、製
造効率の観点等から、方法（４）が好ましい。
【００７１】
　攪拌混合に使用できる装置としては、公知の攪拌混合装置が使用でき、プロペラ型攪拌
機、ディゾルバー、ホモミキサー、ボールミル、サンドミル、ニーダー、ラインミキサー
、リボンミキサー、傾胴ミキサー、オムニミキサー及びヘンシェルミキサー等が例示され
る。
【００７２】
　本発明の粉末消泡剤には、公知の添加剤を含有することができる。添加剤としては、増
粘剤、防水剤、遅延剤、早強剤、促進剤、減水剤、高性能減水剤、起泡剤、発泡剤、ＡＥ
剤、高性能ＡＥ剤、急結剤、凝結剤、膨張剤、潤滑剤、水和熱低減剤、防凍剤、ポンプ圧
送向上剤、アルカリ骨材反応抑制剤、エフロレッセンス防止剤、ポリマー混和剤及び防錆
剤等が挙げられる。
【００７３】
　本発明の粉末消泡剤は、水性発泡液に対して効果的であり、建材（コンクリート、モル
タル及びプラスター等）用消泡剤及び塗料（水性塗料及び紙塗工塗料等）用消泡剤等とし
て使用することができる。これらのうち、建材用消泡剤として適しており、さらにモルタ
ル及びプラスター用消泡剤として好適である。
【００７４】
　これらのモルタル及びプラスターとしては、ドロマイト又はセメント（ケイ酸石灰質セ
メント及びアルミン酸石灰質セメント等）及び石膏（α石膏及びβ石膏等）等の水硬化性
物質を主成分とし、水、水溶性高分子、珪砂等の細骨材、高炉スラグ、フライアッシュ及
びシリカヒューム等の混和材料、並びにナイロン、ポリプロピレン、ガラス、スチール及
びカーボン等の繊維補強材等を適宜含むもの等が挙げられる。
【００７５】
　本発明の粉末消泡剤の使用量（ 重量％ ） は、水性発泡液の重量に基づいて、０．０
１～２０が好ましく、さらに好ましくは０．０３～１５、特に好ましくは０．０５～１０
である。この範囲であると、消泡性がさらに良好となる。
【実施例】
【００７６】
　以下、特記しない限り、部は重量部、％は重量％を意味する。
＜製造例１＞
　疎水性金属酸化物｛ＡＥＲＯＳＩＬ　Ｒ９７２、日本アエロジル株式会社、疎水性シリ
カ｝５部及び基油（ｄ１）｛ニューポールＬＢ－１７１５、三洋化成工業株式会社、ブタ
ノールプロピレンオキシド（４０モル）付加体、ＨＬＢ＝０．１｝９５部を均一に混合し
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、分散液（Ａ１）を得た。なお、分散液（Ａ１）の粘度｛２５℃、ＢＭ型回転粘度計（Ｔ
ＶＢ－２５Ｌ、東機産業株式会社）：測定条件等は以下同じである。｝は１．８Ｐａ・ｓ
であった。
【００７７】
＜製造例２～９＞
　分散液（Ａ１）の成分及び使用量（部）を表１のように変更したこと以外、製造例１と
同様にして、分散液（Ａ２）～（Ａ９）を得た。
【００７８】
【表１】

【００７９】
疎水性酸化物（ｃ２）：ＳＩＰＥＲＮＡＴ　Ｄ１０、デグサジャパン株式会社、疎水性シ
リカ
疎水性酸化物（ｃ３）：Ｎｉｐｓｉｌ　ＳＳ－１０、東ソー・シリカ株式会社、疎水性シ
リカ
【００８０】
基油（ｄ２）：ニューポールＰＰ－２０００、三洋化成工業株式会社、ポリプロピレング
リコール（３４モル）、ＨＬＢ＝０．３
基油（ｄ３）：コスモピュアスピン　Ｅ、コスモ石油ルブリカンツ会社、鉱物油
【００８１】
脂肪酸アミド（１）：スリバックスＥ、日本化成株式会社、エチレンビスステアリルアマ
イド
【００８２】
界面活性剤（１）：ニューポールＰＥ－６４、三洋化成工業株式会社、ポリオキシエチレ
ン（２５モル）ポリオキシプロピレン（３０モル）ブロックポリマー、ＨＬＢ＝７．６
界面活性剤（２）：イオネットＭＯ－６００、三洋化成工業株式会社、ポリオキシエチレ
ングリコールとオレイン酸とのモノエステル、ＨＬＢ＝１３．７
【００８３】
＜実施例１＞
　リボンミキサー機（ Ｒ Ｍ Ａ － ０ ０ ４ ５ Ｔ 、アルファ株式会社）中で、担体（
Ｂ１）｛ＴＰ－１２１Ｓ、軽質炭酸カルシウム、ＤＢＰ吸油量１０４ｍｌ／１００ｇ、平
均一次粒子径０．３１μｍ、二次凝集体の体積平均粒子径４．７μｍ、ＢＥＴ比表面積１
０ｍ２／ｇ、奥多摩工業株式会社｝４０部を攪拌しながら、これに製造例１で得た分散液
（Ａ１）６０ 部を一定速度で１５分かけて滴下した後、さらに０．５時間攪拌して均一
化して、得られた粉末をＪＩＳ　Ｚ８８０１－１：２００６に規定された金属製網ふるい
（目開き４５μｍ）を通過させて、本発明の粉末消泡剤１を得た。
【００８４】
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＜実施例２＞
　「分散液（Ａ１）」を「製造例２で得た分散液（Ａ２）」に変更したこと以外、実施例
１と同様して、本発明の粉末消泡剤２を得た。
【００８５】
＜実施例３＞
　「分散液（Ａ１）６０ 部」を「製造例３で得た分散液（Ａ３）３０部」に変更したこ
と及び「担体（Ｂ１）４０部」を「担体（Ｂ２）｛カルライト－ＳＡ、合成炭酸カルシウ
ム、ＤＢＰ吸油量９５ｍｌ／１００ｇ、平均一次粒子径０．４μｍ、二次凝集体の体積平
均粒子径６．５μｍ、ＢＥＴ比表面積１２ｍ２／ｇ、白石工業株式会社、「カルライト」
は同社の登録商標である｝７０部」に変更したこと以外、実施例１と同様して、本発明の
粉末消泡剤３を得た。
【００８６】
＜実施例４＞
　「分散液（Ａ１）６０部」を「製造例４で得た分散液（Ａ４）３０部」に変更したこと
及び「担体（Ｂ１）４０部」を「担体（Ｂ２）７０部」に変更したこと以外、実施例１と
同様して、本発明の粉末消泡剤４を得た。
【００８７】
＜実施例５＞
　「分散液（Ａ１）」を「製造例５で得た分散液（Ａ５）」に変更したこと及び「担体（
Ｂ１）」を「担体（Ｂ３）｛カルライト－ＫＴ、合成炭酸カルシウム、ＤＢＰ吸油量１４
０ｍｌ／１００ｇ、平均一次粒子径０．０３μｍ、二次凝集体の体積平均粒子径３．１μ
ｍ、ＢＥＴ比表面積４０ｍ２／ｇ、白石工業株式会社｝」に変更したこと以外、実施例１
と同様して、本発明の粉末消泡剤５を得た。
【００８８】
＜実施例６＞
　「分散液（Ａ１）」を「製造例６で得た分散液（Ａ６）」に変更したこと及び「担体（
Ｂ１）」を「担体（Ｂ３）」に変更したこと以外、実施例１と同様して、本発明の粉末消
泡剤６を得た。
【００８９】
＜実施例７＞
　「分散液（Ａ１）」を「製造例７で得た分散液（Ａ７）」に変更したこと及び「担体（
Ｂ１）４０部」を「担体（Ｂ１）２０部、単体（Ｂ２）２０部」に変更したこと以外、実
施例１と同様して、本発明の粉末消泡剤７を得た。
【００９０】
＜実施例８＞
　「分散液（Ａ１）」を「製造例８で得た分散液（Ａ８）」に変更したこと及び「担体（
Ｂ１）４０部」を「単体（Ｂ２）」に変更したこと以外、実施例１と同様して、本発明の
粉末消泡剤８を得た。
【００９１】
＜実施例９＞
　「分散液（Ａ１）」を「製造例９で得た分散液（Ａ９）」に変更したこと及び「担体（
Ｂ１）４０部」を「単体（Ｂ２）４０部」に変更したこと以外、実施例１と同様して、本
発明の粉末消泡剤９を得た。
【００９２】
＜比較例１＞
　「分散液（Ａ１）」を「ニューポールＬＢ－１７１５、三洋化成工業株式会社、ブタノ
ールプロピレンオキシド（４０モル）付加体、ＨＬＢ＝０．１」に変更したこと以外、実
施例１と同様して、比較用の粉末消泡剤Ｈ１を得た。
【００９３】
＜比較例２＞
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　「担体（Ｂ１）」を「親水性シリカ（Ｎｉｐｓｉｌ　ＮＡ、ＢＥＴ比表面積１６０ｍ２

／ｇ、ＤＢＰ吸油量２５０ｍｌ／１００ｇ、東ソー・シリカ株式会社」に変更したこと以
外、実施例１と同様して、比較用の粉末消泡剤Ｈ２を得た。
【００９４】
＜消泡性評価方法＞ 
　実施例で得た粉末消泡剤１～９及び比較例で得た粉末消泡剤Ｈ１、Ｈ２を用いて、以下
のようにしてモルタルを調製し、消泡性の評価を行い、その結果を表３に示した。
　表２に示した配合成分を所定温度２５℃で１２時間温調を行い、配合成分のうち減水剤
及び水以外の成分を表２の配合量で、モルタルミキサー［型式：Ｃ１３８Ａ－４８６、株
式会社丸東製作所］を用いて１０秒間空練りした後、減水剤及び水を表２の配合量で加え
て、３分間混練してモルタルを得た。次いでＪＩＳ　Ａ１１２８：２００５に準拠して、
モルタルエアーメーター［型式：Ｃ１３－Ｓ、株式会社丸東製作所］でモルタルに含まれ
る空気含有量（体積％）を測定した。
【００９５】

【表２】

【００９６】
　表２において、配合成分は、以下のものを使用した。 
　セメント　　　　： 普通ポルトランドセメント、太平洋セメント株式会社 
　α 型半水石膏　 ： ＹＧＫ、吉野石膏株式会社 
　珪砂６ 号　　　 ： 愛知八草地区乾燥珪砂 
　減水剤　　　　　： 三洋レベロン、三洋化成工業株式会社 
　増粘剤　　　　　： メチルセルロース（９０ＳＨ－３００００）、信越化学株式会社 
【００９７】
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【表３】

【００９８】
　本発明の粉末消泡剤１～９は、比較用の粉末消泡剤Ｈ１、Ｈ２に比べ、空気含有量が低
く、優れた消泡性を示した。
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